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情報化時代を迎えて、ビッグデータの有用

性やAIを活用した先駆的な取り組みが毎日

の新聞紙面をにぎわせている。農業分野で

も、ビッグデータの収集手法を開発し、その

応用を進める対象として畜産関係が注目され

ており、いくつものプロジェクト研究が行わ

れている。表１は農林水産省の平成27年度

補正予算、28年度補正予算および29年度補

正予算において措置された「革新的技術開

発・緊急展開事業」において取り組まれた畜

産関係（43件）の研究の中で、AIあるいは

ICTの活用がテーマの一つとして取り上げら

れている15件の課題一覧である。近い将来、

畜産業の省力化や効率化に直結する技術、情

報システムとしての開発が期待される。同時

に、畜産業は従来から個体識別番号の活用な

ど、耕種部門に先んじて情報化社会に突入し

ており、それ故に越えるべき課題も明確化し

つつある。

北海道の最北端である宗谷地方の浜頓別

町、猿払村（写真１）に所在する東宗谷農業

協同組合（以下「JAひがし宗谷」という）

では、11年に家畜個体識別システム研究開

発事業（モデル事業）に参画して以来、独自

の取り組みとして家畜統合管理システムの構

築、運用に取り組んでいる。本システムは、

家畜飼養に係る情報を一元管理することで、

組合員自身が経営内容を正確に把握できるだ

けでなく、支援機関と密接に連携したサポー

トを可能とすることを目指したものであり、

29年度から本格運用が開始されている。

本稿では、これらのJAひがし宗谷におけ

る取り組みを紹介し、酪農産業におけるビッ

グデータ活用の在り方を考えていきたい。

１　はじめに

調査・報告　専門調査

家畜管理情報を統合的に利用する
クラウドシステムの運用
〜JAひがし宗谷の取り組み〜

東北大学大学院　農学研究科　教授　寺田　文典

畜産業は個体識別番号の活用など情報社会に突入している。それらの情報の活用方策は、個々

の経営の収益のみならず、地域のアクティビティをも左右し得る。そのため、各地でいろいろな

方策、規模での試行が行われている。本稿では、JAひがし宗谷が開発した家畜統合管理システ

ムを紹介することで、この流れをサポートすることとしたい。

【要約】
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表１　農林水産省革新的技術開発・緊急展開事業におけるAI、ICT関連プロジェクト課題リスト

JAひがし宗谷は平成12年にJA猿払とJA

浜頓別が合併して発足した農協で、正組合員

数は157名（28年度）、生乳生産数は７万

9526トン、売上高は90.5億円と農協の全

販売額の82%を占める酪農中心の農協であ

る。構成員のうち３割が法人経営（共同経

営）、後継者がいる割合は46%と高いもの

の、60%が55歳以上であり、将来の生産量

を確保し、地域の酪農経営の基盤を維持する

ためには、農家向けの支援にとどまるのでは

なく、支援組織の営農指導力の向上が求めら

れている状況にある。

表１ 農林水産省革新的技術開発・緊急展開事業における
AI、 ICT 関連プロジェクト課題リスト

地域戦略プロジェクト
• 豚枝肉残毛自動脱毛機の開発
• 豚舎用日本型洗浄ロボットを中核とした省力的な衛生管理システムの開発
• 西南暖地における次世代型酪農実現に向けた飼養管理体系の実証～ロボット搾乳に最適な飼料給与体系と生涯
生産性を向上させる飼養管理体制の構築～
• 酪農生産基盤強化に向けた個体別哺乳ロボットと飼養管理データの高度活用による乳用子牛等の精密哺乳・哺
育システムの開発・普及
• 新規な哺乳ロボットとセンサー・ IoT を活用した和牛子牛の革新的生産技術開発
• 人工知能ロボットを活用したブロイラー養鶏飼養衛生管理システムの開発

経営体強化プロジェクト
• 中山間地域の和牛放牧等を利用した耕畜複合による収益向上と、それを支える乳肉共用経営による総合的なシ
ステムの構築 (畜産振興による中山間地域維持活性化計画 ) 
• 動線解析技術を活用した分娩監視および健康管理システムの開発
• ICT・ロボット・AIを活用した放牧技術による生涯生産性向上を可能とする乳用牛の育成技術の開発
• 有人車両とロボット車両の協調作業によるサイレージ踏圧作業体系の省力化

先導プロジェクト
• 次世代型ロボットによる視覚・体内から捉える飼養管理高度化システムの開発

～搾乳ロボット及びセンシング技術の活用による個体情報高度活用システムの開発に向けて

人工知能未来農業創造プロジェクト
• AIを活用した呼吸器病・消化器病・周産期疾病の早期発見技術の開発
• AIや ICTを活用した周年親子放牧による収益性の高い子牛生産技術の開発
• 乳用牛の泌乳平準化と AI の活用による健全性向上技術の開発
• AI (人工知能 )を活用した牧草生産の省力化・自動化技術の開発

資料：農研機構HP（http://www.naro.affrc.go.jp/brain/h27kakushin/index.html）

写真１　JAひがし宗谷が所在する北海道宗谷地方浜頓別町、猿払村

２　情報システム開発の経緯
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もともと最北の地という厳しい環境故か、

進取の気風が培われてきたと思われ、チャレ

ンジ精神に富んでいる地域で、その歴史はわ

が国における新たな高付加価値牛乳生産の

嚆
こ う し

矢となった放牧酪農牛乳、乳製品などの取

り組みや積極的な新規就農対応などにもよく

現れている。

「情報」に関していえば、昭和50年代に乳

用牛群検定事業が始まった時、JAひがし宗

谷ではこれに積極的に参加し、指導業務への

データの活用を検討していたという。当時か

ら、情報の重要性をしっかり認識していたこ

とがうかがわれる。さらに、60年代からは

人工授精管理システムを独自に開発し、これ

をベースに個体管理システムの構築を試みた

という。平成11年には家畜個体識別モデル

事業に参加し、個体識別番号によるデータの

共有化を実現しており、このことが、管内で

牛海綿状脳症（BSE）国内発生２例目が確

認されるといった困難な時に迅速な事後の調

査対応を可能とし、情報の統合化が食の安全

確保に有効に機能することを実証できた背景

にあったものと思われる。

その後、26 ～ 28年にかけて、農林水産

省の農業競争力強化対策民間団体事業（家畜

個体識別システム利活用促進事業）に採択さ

れ、独自の「家畜統合管理システム（以下「統

合管理システム」という）」を構築し、運用

するに至っている。以後、統合管理システム

の詳細について紹介する。

今回の取材では、JAひがし宗谷 石黒 敦 

営農部長から統合管理システムの概要につい

て説明があった（写真２）。石黒部長は、JA

猿払で人工授精師として活躍した経験から、

自らの技術や知見の継承だけではなく、管内

生産者への明確な営農指導のため、データの

重要性を実感し、乳検の普及、乳質の改善に

取り組む中で、今回開発したシステムの有用

性を主張し、その構築に取り組んできた。

統合管理システム（図１）は、さまざまな

個体情報をクラウド化することで、家畜飼養

に係る情報の一元管理を実現しようというも

のである。家畜の飼養状況、健康状況、生産

者の経営活動などを把握することで、生産者

自身が生産性の改善に取り組みやすくなるだ

けではなく、支援部門においても適切な経営

アドバイスなどの支援を行いやすく、かつ充

実させることが可能となるものである。

JAひがし宗谷内では、個別システムとし

て、従来より、家畜販売管理システム、人工

授精情報システム、運行管理システム、クミ

カン管理システム、預託牛管理システム、生

産資材受払いシステムが稼働していたが、情

報はそれぞれのシステムで集積されるのみ

で、生産者へのフィードバックも個別的なも

のにとどまっていた。それらを有機的に統合

３　家畜統合管理システムの概要

写真２　‌�統合管理システムの概要を紹介する 
石黒敦営農部長（JAひがし宗谷）
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する必要性とその有効性は理解されていたも

のの、具体的方策が確立されていなかった。

そこで、家畜個体識別システム利活用促進

事業において、平成26年度は牛個体識別番

号をキーとして、「牛の移動データ」、「人工

授精データ」の統合を図った統合管理システ

ムを構築、さらに「家畜販売管理システム」

を加えて、一元的管理運営を可能とした。

27年度には統合管理システムに「生乳生

産管理システム」をつなぎ、個体乳、バルク

乳の成分値や乳量の情報をリアルタイムで提

供することを可能とした。さらに、タブレッ

ト端末でアクセスできる「農家インフォメー

ションシステム」を開発し、タブレット端末

を組合員と関係者に配布し、試験的な運用が

開始された。

事業の最終年度である28年度は農家イン

フォメーションシステムとクミカン管理シス

テムとの統合を行うことで、組合員の乳牛飼

養情報、疾病情報、経営管理情報の統合がな

された（図2、図３）。これにより、生産者

が自身の経営情報を把握することに加えて、

支援機関の間で情報共有することをも可能と

したわけである。

図１　家畜統合管理システムの概要
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図２　農家インフォメーションシステム（タブレット版）のトップ画面（右）とメニュー画面（左）

農家インフォメーションシステムは、お知らせ（イベント情報）機能やリアルタイムの繁殖情報、疾病情報などに加えて、生乳生産管理情
報や経営情報管理機能にアクセスできるインターフェイスにもなっている。

図３　生産管理情報の詳細表示画面

農家インフォメーションシステムには、情報を分析しグラフとして表示する機能があり、日常的の情報交換、バーンミーティングなどでも
有効活用することができる。
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本格的な運用に入った平成28年度のJAひ

がし宗谷の生乳生産状況を前年度と比較して

みると、搾乳頭数の増加、繁殖成績の著しい

改善が明らかである（表２）。

４　運用の状況

表２　システム稼働の効果

平成28年度
対前年比

増減率(%)

乳牛飼養頭数 15,642 ▲0.91

搾乳頭数 6,708 4.03

疾病牛頭数 1,422 ▲4.32

出荷乳量(t/月) 6,591   1.68

総受精回数 2,206   18.36

発情発見率 74.03   16.42

受胎率 37.01 ▲4.44

受胎頭数 813   5.67

乳脂肪率 3.9 ▲1.52

乳タンパク質率 3.29  ▲0.53

体細胞数 231  9.73

表２　システム稼働の効果

表02.pdf   1   18/07/12   9:58

統合管理システムにより、繁殖情報が見え

る化されたことで、発情確認の回数、精度が

高まったこと、授精業務の連絡調整の簡易化

と確実性が高まったことなどに加えて、経営

内での情報共有、親子間での会話の増加（思

わぬ副産物ではあるが）などの副次的効果も

大きかったとのことである。また各種報告業

務のスリム化が図られたことで、省力化と同

時に、データの精度が高まった点も注目すべ

きであろう。

感覚的な話との前提ではあるが、このシス

テムを有効に活用してくれている組合員は６

割程度とのことである。この数値をどう見る

かはいろいろな意見があるものと思われる

が、初年度の数値として、利用者の間では高

く評価されていることがうかがえる数値であ

る。今後、データ集約の有効性など実際の効

果を実感してもらうことで、活用はさらに大

きく進むものと思われる。

特に、統合管理システムは普及指導上のツ

ールとして有効であり、リアルタイムで情報

を確認できることから、データに基づく明確

な指導が可能となり、生産者の経営改善につ

ながる。同時に、データを用いた適格な指導

を積み重ねることで普及指導者にとっても自

身の力量の向上などに生かすことができるこ

となども、高い評価が得られるポイントであ

る。

また、統合管理システムを維持するために

必要なランニングコストは、業務の効率化に

より、労働時間数減により従来業務に必要だ

った経費の枠内で対応可能とのことであり、

コストパフォーマンスは良好との印象であっ

た。

現在のバージョンはいわば「初版」であり、

基本コンセプトが提案されたものと受け止め
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ているが、今後、さらに進化していくことが

期待される。

ところで、このようなパフォーマンスの良

いシステムが北海道の最北端で成立した要因

は何だろうか。JAひがし宗谷が開発を決断

した背景には、前述したように精度の高いリ

アルタイムでの情報共有の重要性に対する意

識が高かったこと、リーダーの先見性が優れ

ていたこと、そして実務に人を得たことが挙

げられる。統合管理システムは、「畜産飼養

管理のキーとなる」とゴーサインを出した

JAひがし宗谷の佐藤裕司組合長、また草地

酪農がこの地の基盤と信じ、その未来を考え

る多くの技術者がいて、彼らの協同によって

はじめて成立し得たといって過言ではない。

多くの情報を共有するには、組織の壁を越え

なければならないが、これが言うほどたやす

くはない。自ら風穴を開ける覚悟と行動が必

要であり、Win-winの関係構築を目指して、

可能性を追求した人たちがいたのである。ま

た、全国規模でなく、単協単位でのシステム

構成が、見通しの良さとなり、開発理念の共

有を実現できたものと思われる。小規模の強

みともいえる。

５　今後の課題

統合管理システムの基本は、緻密でリアル

タイムのデータ提供にあり、そのことがユー

ザーの信頼性を左右する。いかにして必要な

情報を収集し、どのような形で示していく

か、まだまだ、発展していくことと思われる。

そのいくつかの方向について考えると、まず

第１に「地域グループが利用できる新しいプ

ラットフォーム」としての展開が挙げられ

る。そのためには、管内に五つあるTMRセ

ンター、二つある民間のコントラクターとの

連携、すなわち、在庫管理、圃
ほ

場管理との結

合が今後の課題の一つとなる。これらの動き

はすでに始動しており、ユーザーの同意を得

て、支援者が関係情報にアクセスすることが

可能となっている。

また、畜産は情報産業であり、安心を担保

するのが「安全」であるとすれば、そのため

に必要な情報の整理提供できることも有意義

であり、地域ブランドを確立するための一助

ともなる。加えて、家畜衛生基準を担保する

ツール（入退場記録のような）となることで、

リスク管理にも活用可能なシステムとなる。

上記２点は、組合が取り組むべき課題であ

るが、もう１点、組合だけでは解決できない

大きな課題が残されている。それは、インタ

ーネット環境を支えるインフラの整備であ

る。インターネット環境は今や道路・港湾と

同様、生活に必要なインフラといえる。これ

を関係企業の努力のみに委ねるのではなく、

国、地方公共団体の主体的な事業としての取

り組みも必要ではないだろうか。関係機関に

おける検討を望みたい。
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